
1.ﾠ はじめに
2025年7月8日に、企業会計基準委員会（ASBJ）は、
次の企業会計基準及び企業会計基準適用指針の公開草案
（以下合わせて「本公開草案」という）を公表した1。
● 企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関する会
計基準（案）」（以下「後発事象会計基準案」という）

●企業会計基準公開草案第88号「『中間連結財務諸表等
の作成基準』の一部改正（そのX）（案）」（以下「中
間作成基準等の一部改正案」という）

● 企業会計基準適用指針公開草案第87号「後発事象に
関する会計基準の適用指針（案）」（以下「後発事象適
用指針案」という）
また、併せて補足文書（案）「開示後発事象の例示及
び開示内容の例示について（案）」（以下「後発事象補足
文書案」といい、本公開草案と後発事象補足文書案を合
わせて「本公開草案等」という）を公表した。
本公開草案等では、原則として日本公認会計士協会

（JICPA）が公表した監査・保証基準委員会ﾠ監査基準報
告書560実務指針第1号「後発事象に関する監査上の取
扱い」（以下「監基報560実1」という）で示されてい
る会計に関する内容を踏襲して移管することが基本的な
方針とされている。そのうえで、後発事象の対象期間の
整理を行い、新たな注記事項について提案されている。
本公開草案等に対するコメント期限は2025年9月12日
である。
本稿では、本公開草案等の概要について解説する。

2.ﾠ 公表の経緯
後発事象に関する取扱いについて、IFRS会計基準

（IFRS）では国際会計基準（IAS）第10号「後発事象」
（以下「 IAS第10号」という）に取扱いが定められ、米
国会計基準ではTopic855「後発事象」に取扱いが定め
られている。
一方、我が国では、後発事象に関する取扱いを定めた
包括的な会計基準はなく、監基報560実1において、定
義や取扱いなどが定められ実務が行われてきた。

2024年6月21日に、ASBJは「継続企業及び後発事象
に関する調査研究」を公表した2。調査研究では、監基報

1　ASBJのホームページを参照（https://www.asb-j.jp/jp/project/exposure_draft/y2025/2025-0708.html）
2　ASBJのホームページを参照（https://www.asb-j.jp/jp/misc/misc_others/2024-0621.html）

560実1における定めを会計に関する内容と監査に関す
る内容に切り分けて、会計に関する内容について会計基
準で用いられる表現に見直した上でASBJに移管するこ
とは原則として可能と整理された。当該調査研究の結果
を踏まえると、監基報560実1をASBJの会計基準に移管
することにより、我が国の会計基準の全体像を把握しに
くいなどの指摘されている課題に対応することとなり、
会計基準の体系の完全性の改善が見込まれることから、
ASBJにおいて検討が行われ、本公開草案等が公表され
た。

3.ﾠ 移管にあたっての基本的な方針
本公開草案の開発にあたっては、後発事象の定義、会

計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を設定す
ることを優先的な課題とし、原則として監基報560実1
で示されている会計に関する内容を踏襲して移管するこ
とが基本的な方針とされている（後発事象会計基準案
BC7項）。
本公開草案では、この基本的な方針に従い、後発事象

に係る会計処理及び開示に関して監基報560実1で示さ
れていた「修正後発事象についての基本的な考え方」及
び「開示後発事象についての基本的な考え方」を踏襲し
た上で、表現の見直し及び後発事象の対象期間の整理等
が行われている（後発事象会計基準案BC8項）。

4.ﾠ 後発事象の定義
（1 ）後発事象の定義及び対象期間に関する基本
的な取扱い
後発事象会計基準案において、後発事象は「決算日後

に発生した企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸表
の公表の承認日までに発生した会計事象をいう。」と定
義されている（後発事象会計基準案第3項）。
移管にあたっての基本的な方針に従い、「決算日後に

発生した企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況に影響を及ぼす会計事象」という表現は監基
報560実1の表現を踏襲しているが、監基報560実1の
「監査報告書日」という表現は「財務諸表の公表の承認
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日」に見直すことが提案されている。この見直しによ
り、後発事象の対象期間の取扱いは、IAS第10号及び我

が国のサステナビリティ開示基準における取扱いと整合
することになると考えられる。

後発事象会計基準案 監基報560実1

「後発事象」とは、決算日後に発生した企業の財政状態、経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計
事象のうち、財務諸表の公表の承認日までに発生した会計
事象をいう。

後発事象とは、決算日後に発生した会社の財政状態、経営
成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事
象をいい、このうち、監査対象となる後発事象は、監査報
告書日までに発生した後発事象のことをいう。

下線は監基報560実1からの変更部分を示すため筆者が加筆している。

後発事象会計基準案では、「財務諸表の公表の承認日」
について、財務諸表を公表することを承認する権限を有
する社内の機関又は個人が公表を承認した日付を指すと
している。また、「財務諸表を公表することを承認する
権限を有する社内の機関又は個人」は、企業の経営とガ
バナンスの構造に基づき決定されると考えられるため、
企業ごとに異なり得るとしている（後発事象会計基準案
BC15項）。
連結財務諸表においては、監基報560実1の取扱いを
踏襲し、「決算日後」を「連結決算日後」と読み替え、
連結子会社及び持分法適用会社（以下「連結子会社等」
という）については、「連結決算日後」を「連結子会社
等の決算日後」と読み替えることが提案されている（後
発事象会計基準案第3項）。

（2 ）会計監査人設置会社の計算書類等及び連結
計算書類における後発事象の対象期間
会計監査人設置会社（会社法（平成17年法律第86号）
第2条第11号）において作成される計算書類及び附属明
細書（以下「計算書類等」という）又は連結計算書類に
関する「財務諸表の公表の承認日」については、「企業
が一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び会社
計算規則（平成18年法務省令第13号）に準拠して計算
書類等又は連結計算書類を作成する監査契約上の責任を
果たしたことを確認した日（以下「確認日」という）」
とすることが提案されている（後発事象適用指針案第3
項ただし書き）。
ここで、会計監査人は、日本公認会計士協会ﾠ監査・
保証基準委員会ﾠ監査基準報告書580「経営者確認書」
第8項及び第9項において、財務諸表に対する最終的な
責任を有し、確認事項についての知識を有する経営者に
対して、監査契約書に記載されたとおり、適用される財
務報告の枠組みに準拠して財務諸表を作成する責任を果
たした旨の経営者確認書を提出するように要請すること
が求められている。このため、後発事象適用指針案第３

項ただし書きの確認日は、通常、経営者確認書の日付と
同一になると考えられる（後発事象適用指針案BC7項）。
また、企業において監査契約上の責任を果たしたこと

の確認を行う者は、企業の経営とガバナンスの構造によ
り異なると考えられるが、業務執行の権限を有する最高
経営責任者（当該役職名を使用していない場合にはその
他の同等の者。また、財務報告に関し、最高経営責任者
に準ずる責任を有する者として、最高財務責任者を定め
ている場合には、当該者を含む）が想定されると考えら
れる（後発事象適用指針案BC6項）。

（3）期中における後発事象の定義
（1）の後発事象の定義の変更に伴い、第一種中間財務
諸表、四半期財務諸表及び第二種中間財務諸表について
定めている企業会計基準第33号「中間財務諸表に関す
る会計基準」（以下「中間会計基準」という）、企業会計
基準適用指針第32号「中間財務諸表に関する会計基準
の適用指針」（以下、中間会計基準と合わせて「中間会
計基準等」という）、企業会計基準第12号「四半期財務
諸表に関する会計基準」（以下「四半期会計基準」とい
う）、企業会計基準適用指針第14号「四半期財務諸表に
関する会計基準の適用指針」（以下、四半期会計基準と
合わせて「四半期会計基準等」という）及び企業会計審
議会が1998年（平成10年）3月13日に公表した「中間
連結財務諸表等の作成基準」における後発事象の対象期
間についての定めも、「財務諸表の公表の承認日」と整
合する表現に見直すことが提案されている（後発事象会
計基準案ﾠ本会計基準の公表による他の会計基準等につ
いての修正（2）、(5)、(6)及び（8）、並びに中間作成基準
等の一部改正案第2項及び第3項）。

（4）修正後発事象及び開示後発事象の定義
後発事象会計基準案では、修正後発事象と開示後発事

象の定義について、監基報560実1の表現が踏襲されて
いる。
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修正後発事象
決算日後に発生した会計事象ではあるが、その実質的な原因が決算日現在において既に存在しており、
決算日現在の状況に関連する会計上の判断又は見積りをする上で、追加的又はより客観的な証拠を提供
するものとして考慮しなければならない会計事象をいう（後発事象会計基準案第4項）。

開示後発事象 決算日後において発生し、当期の財務諸表には影響を及ぼさないが、翌期以降の財務諸表に影響を及ぼ
す会計事象をいう（後発事象会計基準案第5項）。

5.ﾠ 会計処理
（1）修正後発事象に関する基本的な取扱い
重要な修正後発事象については、財務諸表を修正する
ことが提案されている（後発事象会計基準案第6項）。

（2 ）会計監査人設置会社における確認日後に発
生した修正後発事象の取扱い
会計監査人設置会社における計算書類等又は連結計算
書類に関する確認日後に、金融商品取引法（昭和23年
法律第25号）に基づき作成される個別財務諸表又は連
結財務諸表の公表の承認日までに修正後発事象が発生し
た場合には、監基報560実1の特例的な取扱いを基本的
に踏襲し、修正後発事象として取り扱わず、開示後発事

象に準じて取り扱うことが提案されている（後発事象適
用指針案第4項）。
後発事象適用指針案では、金融商品取引法監査におけ

る連結財務諸表に関する特例的な取扱いについて、連結
計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日
との間に発生した修正後発事象を対象とする方がより整
合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務にお
いては基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書
日が同一日付となっていることを踏まえ、連結計算書類
に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに
発生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取
り扱うように、監基報560実1から表現の見直しが行わ
れている（後発事象適用指針案BC9項）。

個別
財務諸表 

決算日
（会社法）
計算書類等
の確認日

 （金融商品取引法）
個別財務諸表
の公表の承認日

修正後発事象として
取り扱う

開示後発事象に準じて
取り扱う

連結
財務諸表

連結決算日
（会社法）
連結計算書
類の確認日

（金融商品取引法）
連結財務諸表
の公表の承認日

6.ﾠ 開示
（1）開示目的
重要な開示後発事象に関する注記における開示目的
は、開示後発事象が発生した場合に当該開示後発事象が
将来の企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に及ぼす影響を財務諸表利用者が理解できる
ように十分な情報を開示することにあるとすることが提
案されている（後発事象会計基準案第7項）。

（2）注記事項
次の注記を行うことが提案されている。
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注記事項 監基報560実1との関係

財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機
関又は個人の名称（後発事象会計基準案第8項）

後発事象会計基準案において新たに注記を求めるものであ
り、後発事象が生じているかどうかにかかわらず注記を行
う（後発事象会計基準案BC19項及びBC20項）。また、連
結財務諸表を作成している場合であっても、個別財務諸表
において省略できない（後発事象会計基準案BC28項）。

重要な開示後発事象に関する次の事項
①　 重要な開示後発事象の内容及び影響額等
②　①の影響額の見積りができない場合、その旨及び理由

監基報560実1を踏襲するものである。また、連結財務諸表
を作成している場合に連結財務諸表における注記と個別財
務諸表における注記が同一の内容であるとき、個別財務諸
表においては、その旨の記載をもって代えることができる
（後発事象会計基準案第10項）。

（3）期中の取扱い
後発事象会計基準案において新たに注記を求めた「財
務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機
関又は個人の名称」について、後発事象会計基準案で
は、中間会計基準等及び四半期会計基準等の改正が提案
されていない。
なお、本公開草案と併せて公表されている「コメント
の募集及び本公開草案の概要」の（別紙）では、本公開
草案が最終化されるまでに、2025年4月23日にASBJが
公表した企業会計基準公開草案第83号「期中財務諸表
に関する会計基準（案）」及び企業会計基準適用指針公
開草案第85号「期中財務諸表に関する会計基準の適用
指針（案）」が最終化された場合に、後発事象会計基準
案が提案する他基準修正を反映した案が参考として記載
されており、期中財務諸表においても「財務諸表の公表
の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の
名称」についての注記は求めないことが提案されてい
る。

7.ﾠ 適用時期等
（1）適用時期
早期適用の定めを設けず、公表から概ね1年程度経過
後最初に到来する4月1日以後開始する連結会計年度及
び事業年度の期首から適用することが提案されている
（後発事象会計基準案第11項）。

（2）経過措置
適用初年度においては、遡及適用を行わず、公表から

概ね1年程度経過後最初に到来する4月1日以後開始する
連結会計年度及び事業年度から将来にわたって適用する
ことが提案されている（後発事象会計基準案第12項）。

8.ﾠ 補足文書（案）
後発事象会計基準案が確定して企業会計基準第XX号

「後発事象に関する会計基準」として公表された場合に、
仮にJICPAにより監基報560実1が廃止されたとき、監
基報560実1に示されていた開示後発事象の例示及び開
示内容の例示の内容を提供することを目的として、補足
文書を公表することが提案されている。
後発事象補足文書案は、監基報560実1時において示

されていた開示後発事象の例示及び当該例示に対応する
付表2「開示後発事象の開示内容の例示」がそのまま示
されている。例えば、開示後発事象の例示として、重要
な事業の譲受が示されており、この場合の開示する事項
として、「その旨及び目的」、「譲り受ける相手会社の名
称」、「譲り受ける事業の内容」、「譲り受ける資産・負債
の額」、「譲受の時期」及び「その他重要な特約等がある
場合にはその内容」が例示されている。

以　上

テクニカルセンター　会計情報　Vol. 589 / 2025. 9　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.　5


